
今金町グリーン成長戦略検討会

「エネルギービジョンの策定状況について」

令和４年８月２６日（金）に今金町民センターにおいて
第２回今金町グリーン成長戦略検討会が開催されました。
第２回検討会では「再生可能エネルギーポテンシャル調査
結果」「グリーン成長に向けた基本方針及び再生可能エネ
ルギー導入目標」を主な議題とし、本町が保有する再生可
能エネルギーポテンシャルを共有し議論を深めました。
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▶今金町が保有する「再生可能エネルギーポテンシャルについて」
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裏面へ続きます。

会議の様子

太陽の光エネ
ルギーを太陽
電池により、
直接電気に変
換することで
発電する

風によるエネ
ルギーを直接
電気に変換す
ることで発電
する

河川流水・農
業用水・上下
水など、水の
流れを利用し
て水車・ター
ビンを回すこ
とで発電する

木材や植物残
渣等（再生可
能な生物資
源）を燃焼し
たりガス化す
るなどして熱
または電気と
して利用する

冬の間に降っ
た雪や冷たい
外気を使って
凍らせた氷を
保管し、冷熱
が必要となる
時期に利用す
る

森林による
CO2吸収効果
を活用する

太陽光発電 陸上風力発電 中小水力発電
バイオマス
エネルギー

雪氷熱
エネルギー

森林吸収

再生可能エネルギーポテンシャルについては、全ての自然エネルギーのうち、現在の技
術水準で利用可能であり、法令や土地用途による制限がないものを対象としています。調
査にあたっては環境省の再生可能エネルギー情報システム「ＲＥＰＯＳ（リーポス）」等
を活用し、計画策定受託者のＮＴＴデータ経営研究所が結果をまとめ、報告がありました。

項 目
太陽光

陸上風力 中小水力 雪氷熱 森林吸収
建物系 土地系

導入ポテンシャル量
(MWh/年,GJ/年)

26,454 1,625,536 5,740,072 91,480 13,568 -

CO2削減量
(千ﾄﾝ/年) 15 892 3,151 50 4 29

項 目
バイオマス

森林系 農業系 畜産系 生活系

導入ポテンシャル量
(MWh/年,GJ/年) 148,193 13,940 4,830 1,497

CO2削減量
(千ﾄﾝ/年) 42 4 1 0

CO2削減量のポテンシャ
ル合計は4,18８千ｔとな
り、今金町が2050年に
目指すCO2削減量目標が
29千ｔであることから約
140倍近くのポテンシャ
ルが示されました。



▶グリーン成長に向けた基本方針及び再生可能エネルギー導入目標について

表面の本町が保有する再生可能エネルギーポテンシャル調査結果をもとに、基本方針や
導入目標の議論を行い、下記をベースに原案をまとめました。

≪グリーン成長に向けた基本方針について≫

● 本町の豊富な再生可能エネルギーの導入及び地域一体となった
省エネの推進によるゼロカーボンの達成とさらなる温室効果ガ
ス排出量の削減を目指す。

● 再生可能エネルギーの導入による温室効果ガス削減量または、
森林吸収量をクレジット等により経済価値化し、本町の経済成
長につなげる。

● 再生可能エネルギーの地産地消を通じて、エネルギー代金を域
内循環させる。

≪再生可能エネルギー種別の導入目標値≫

国の方針やロードマップ、経済合理性の
視点などから導入目標を設定した。

★バイオマスエネルギーの「バイオ炭」とは
え

３５０℃超の温度で農作物の残渣を炭化し、
土壌に固定することで温室効果ガスの削減が
可能であり、土壌改良剤としての効果も有す
るものです。

第２回検討会議論の様子

再生可能
エネルギー種

導入目標
エネルギー量

CO2削減目
標

(千t-CO2/
年)

太陽光発電(建物系) 10,240 (MWh/年) 6

太陽光発電(土地系) 146,365 (MWh/年) 80

陸上風力発電 334,764 (MWh/年) 184

中小水力発電 5,591 (MWh/年) 3

バイオマスエネル
ギー（農業系）

バイオ炭とし
て利用

(GJ/年) 2

雪氷熱エネルギー - (GJ/年) -

合 計 496,960 (MWh/年) 275

≪第２回検討会における各委員の意見など≫ 
い

■ただ、炭素を減らすだけではなく、町の経済成長を考えることも重要。余剰電力を水素にするこ
とやＪクレジットの活用など、今後も活発な議論をしたい。

■再生可能エネルギーのポテンシャルが大きいことに驚いたが現実的にどこまで目標数値に近づけ
るのかという思いもある。コストと利益の観点で導入する意味があるか考える必要がある。

■規模が大きい話なので自分たちの生活と結びつけることが難しいと感じる。自分事として捉えら
れるように、例えば自宅に太陽光を設置して金額などがわかるようになると省エネへの取り組み
も進む。積み重ねが大きな省エネになるということもやっていくのもよいのではないか。

■導入の初期投資など気になるところ。補助事業も将来的に減っていくと思う。早い時期に脱炭素
先行地域に申し込むなど財源確保も必要ではないか。

■教育現場では施設を建てるよりも身の回りでゼロカーボンをどのようにしていけばよいのかが大
事になる。学校はエネルギーを使用するので様々な方法でＣＯ２の削減ができると良い。

■他地域で行われている発電事業で地域への還元についてどれほど還元されているか疑問である。


